
 
 

資料番号８  

※水道料金の福祉減免を廃止した他市町村の状況 

 

〈府内各市町〉 

1．摂津市…平成 25年 1月 31日に廃止 

 他の福祉施策（高齢者家賃補助（非課税世帯が対象）を月 1 万円から 1万

1,000円に増額）へ転換を図る。 

 

2．大阪市…平成 25年 9月 30日に廃止 

 市政改革プランにより一般会計からの繰入れが廃止、他の福祉施策へ転換を

図る。 

 

3．東大阪市…令和 3年 3月 31日に廃止 

 東大阪市行財政改革プラン 2020の取組みを踏まえ、一般会計からの繰入れ

が廃止。激変緩和の措置無し。 

 

4．泉南市…令和 3年 3月 31日に廃止 

 平成 30年 4月 1日から企業団に統合した時に一般会計にて対応、激変緩和

措置として 3年間実施。 

 

5．河南町…令和 3年 3月 31日に廃止 

 生活保護世帯のみ減免対象としていたが、令和 3年 4月 1日からの企業団と

の統合を機に廃止。 

 

〈他府県事例〉 

1．京都府城陽市…令和 5年 7月 31日に廃止（令和 3年 8月 1 日から経過措置

を設け、減免額を縮小） 

上下水道事業経営審議会の意見 

「本制度が受益者負担を原則とする上下水道事業の趣旨にそぐわないこと、ま

た、減免対象者の減免分を減免対象ではない人が負担することになる点で公平

性の確保が難しいこと」 

 

2．神奈川県三浦市…令和 4年 8月 31日に廃止 

 水道事業の経営が厳しく、財政健全化の一環。 

神奈川新聞記事から抜粋 

「人口減などで水道料金収入が減少、19 年度中に水源施設増強費がなくなり、

水道事業は資金不足が見込まれるため、廃止を決めた」 


